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（１）静脈物流における海上輸送・港湾のメリット

○海上輸送の優位性（環境に優しい、低コスト輸送が可能）

100

102

477

2 ,298

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

鉄道

海運

営業用ﾄﾗｯｸ

自家用ﾄﾗｯｸ

1ﾄﾝの荷物を1km運ぶのに消費するｴﾈﾙｷﾞｰの比較（平成16年度）

鉄道=100とした場合

174

830

1 ,949

388

3 ,271

21

38

1 ,480

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

営業用普通車

営業用小型車

営業用軽自動車

自家用普通車

自家用小型車

鉄道

内航船舶

国内航空

輸送機関別二酸化炭素排出原単位（平成13年度）
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海上輸送は、CO2の排出量が少なく環境に優しい 海上輸送は、エネルギー消費量が小さく低コスト輸送が可能

○港湾のリサイクル拠点としてのポテンシャル

１．岸壁、ストックヤード等既存の物流基盤のストック
２．リサイクル施設の立地に必要な用地のストック
３．製鉄所・セメント工場等リサイクル産業として期待されている産業基盤・技術の集積
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（２）港湾が担うリサイクル物流の優位性

●リサイクルポートのイメージ

●広域静脈物流ネットワークの概念図
静脈物流拠点を長距離大量輸送に適し低廉で環境に優しい海上
輸送によりネットワーク化し、収集・輸送コストの削減を実現

港湾のポテンシャル

・大規模なリサイクル処理施設の拠点的立地
に必要な広大な用地の確保が容易

・物流基盤が既に整備
（岸壁、臨港道路等）

循環型社会実現のための
静脈物流システムの構築

・既存ストックを最大限に活用し、総合的な静
脈拠点をブロック毎に拠点的に配置

・海上輸送を活用した広域静脈物流ネットワー
クの形成

21世紀の新しい
リサイクル・静脈産業空間
として港湾を活用

他 港

他 港

リサイクル品

リサイクル資源

保管施設

上 屋

臨港道路リサイクル施設
の集積

ストックヤード
係留施設

係留施設

荷役機械

残 さ 等

将来の土地利用
・リサイクル施設
・大規模な緑地

海面処分場緑 地

リサイクル関連
情報の発信

拠点港：

集積港：拠点港での処理を行うための
積出を主たる目的とする港湾

リサイクルポート

注：拠点港、集積港の位置については、イメージ
を示したものであり、特定の港湾を念頭にお
いて描いたものではない。 ３



リサイクルポート指定港（２１港）

○港湾管理者からの申請に基づいて、広域的な静脈物流
の拠点となる港湾を国がリサイクルポートとして指定。

○リサイクルポートを、広域的な静脈物流拠点として育成
するため、以下の施策に取り組む。
・循環資源の取扱に関する運用等の改善
・官民連携の促進
・岸壁等の港湾施設の確保
・積替・保管施設等の整備に対する支援等

○港湾管理者からの申請に基づいて、広域的な静脈物流
の拠点となる港湾を国がリサイクルポートとして指定。

○リサイクルポートを、広域的な静脈物流拠点として育成
するため、以下の施策に取り組む。
・循環資源の取扱に関する運用等の改善
・官民連携の促進
・岸壁等の港湾施設の確保
・積替・保管施設等の整備に対する支援等

循環資源物流拠点とネットワークの形成の効果

①全国的な物質循環の促進による循環型社会の構築
②海上輸送の利用による環境負荷の軽減
③広域的なリサイクル施設立地の拠点化と会場輸送の利用に
よるリサイクル処理コストの低減

④リサイクル施設の立地促進による臨海部産業の再生・活性化

静脈物流拠点港（リサイクルポート）
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（３）リサイクルポート推進協議会（官民連携の推進）

●目的

民間団体、民間企業、港湾管理者及び市町村が相互に連携し、国土交通省港湾

局が指定する総合静脈物流拠点港（以下「リサイクルポート」という）を核とし
て、海上輸送を活用した静脈物流システムの事業化（リサイクル施設の立地を含
む）を推進し、もって循環型社会の構築に貢献することを目的とする。

●活動内容

（１）リサイクルポート推進のための情報収集・情報提供・情報交換

（２）リサイクルポート推進に関する政策提言

（３）その他、本協議会の目的を達成するために必要な行動

●会員数

260団体(H18.6.1現在) ← 設立時184団体(H15.4.14)
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リサイクルポート推進協議会

会 長 末吉興一（北九州市長）
副会長 新宮正志（室蘭市長）

永広和夫（新日本製鐵㈱副社長）
北村一成（太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱取締役常務執行

役員、資源ｶﾝﾊﾟﾆｰﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ兼
環境事業ｶﾝﾊﾟﾆｰﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ）

監 事 山本朋廣（神戸市みなと総局長）
甲斐幹敏（日本郵船㈱経営企画グループ長）

顧 問 永田勝也（早稲田大学教授）
河野正樹（(社)日本経済団体連合会

廃棄物・リサイクル部会長）

運営委員長 植野國次（北九州市港湾空港局整備
部長）

運営委員 片山 昭（川崎市港湾局港湾振興部長）
真田 尚（神戸市みなと総局振興部長）
志村明彦（JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ﾘｻｲｸﾙ推進部

長）
細谷俊夫（(社)ｾﾒﾝﾄ協会生産・環境部門

統括ﾘｰﾀﾞｰ）
畑 俊一（全国製紙原料商工組合

連合会理事長）
山田雅義（千葉県県土整備部港湾課長）
井上清彦（鐵鋼ｽﾗｸﾞ協会常務理事）
大下嘉之（電気事業連合会立地環境部

副部長）
前田 宏（東京都港湾局港湾整備部

計画課長）

運営委員 山田悦郎（苫小牧港管理組合施設部長）
小林隆志（トヨタ自動車㈱物流企画部長）
青島 衛（日鐵物流㈱専務取締役）
堀江和幸（(社)日本港運協会理事・業務部長）
宍戸和也（(社)日本自動車工業会ﾘｻｲｸﾙ廃棄物

部会副部会長）
久地岡満（(社)日本自動車ﾀｲﾔ協会ﾘｻｲｸﾙ事業

本部長）
永峰道男（日本政策投資銀行地域企画部長）

矢動丸浩二（日本通運㈱ｴｺﾋﾞｼﾞﾈｽ部専任部長）
近藤博俊（(社)日本鉄鋼連盟資源循環・

ﾘｻｲｸﾙ技術合同委員会副委員長）
渡邉啓一（(社)日本鉄ﾘｻｲｸﾙ工業会専務理事）
藤井 肇（日本内航海運組合総連合会基本

政策検討委員会・新規物流WG・
静脈物流分科会座長）

秋元耕一郎（(財)日本立地ｾﾝﾀｰ理事
立地総合研究所所長）

尾崎吉美（(社)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理促進協会
総合企画室部長）

奈良岡脩生（室蘭市港湾部長）

（平成１８年５月現在）
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（４）支援制度

循環資源取扱支援施設の整備（平成１７年度創設）

施設整備前

排出者

排出者

港湾

輸送量が小口の
ため小型船主体

施設整備前 施設整備後
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効率的な海上輸送
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集約機能 輸送量の集約に
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排出者

循環資源保管場所
の確保が困難発生量が小口

な循環資源

港湾

酒田港では、木 くずの保管建
屋、土壌の貯留 ・改質を行う
保管施設等を整備する。

施設整備前
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排出者

港湾

輸送量が小口の
ため小型船主体
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ネットワーク
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循環資源の
需要調整機能、
集約機能

循環資源の
需要調整機能、
集約機能 輸送量の集約に

よる船舶の大型化

保管場所

保管場所

排出者

循環資源保管場所
の確保が困難発生量が小口

な循環資源

港湾

酒田港では、木 くずの保管建
屋、土壌の貯留 ・改質を行う
保管施設等を整備する。

○循環資源は運賃負担力が低く、輸送する品目の価値に対す
る輸送費の占める割合が高いため、静脈物流を行うためには
大量輸送によるコスト削減が必要である。

○循環型社会の実現を図るため、静脈物流の拠点となる港湾
において、物流コストの低減及び環境負荷の軽減を主眼にお
いた静脈物流ネットワークを構築する（国土交通省港湾局で、
静脈物流の拠点となる港湾を「リサイクルポート」として指
定）

○港湾に循環資源の保管機能を付加することにより、海上に
よる大量輸送が可能となり、その結果輸送コストが削減され、
循環資源のリサイクルが促進される。

○このため、循環資源のストックヤード・保管上屋からなる
循環資源取扱支援施設を整備する。

全国１８港指定
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（５）支援事例（酒田港）

（北港地区）

保管施設設置場所

ストックヤード（用地取得）

①取扱い循環資源
木くず ３２千トン／年
汚染土壌 １０千トン／年
②事業費
全体事業費 １９８百万円
Ｈ１８年度 １９８百万円
（うち国費 ６６百万円）

③事業による効果
木くずをチップ状で保管することにより、より多く運搬でき輸送コストが削減できる。また、汚染
土壌の一時保管施設を整備することにより船舶による輸送が可能となりコスト削減が図られる。

④必要施設概要

施設名 工事内容 規模・数量 事業費

建 屋 建屋新設（ヤード方式） B15m×L60m×H5m２棟 96,000

〃 建屋新設（ピット方式） B8m×L9m×D6m×2棟 25,000

ストックヤード アスファルト舗装 3,056㎡ 17,000

用 地 用地取得 5,000㎡ 60,000

合 計 198,000

（単位：千円）

臨

港

道

路

静脈物流資源保管施設平面図

100.0m

木くず保管施設
（B15.0m×L60.0m×H5.0m）

汚染土壌保管施設
（B15.0m×L60.0m×H5.0m）

5
0
.0
m

汚染土壌貯留ピット（B8.0m×L9.0m×ｄ6.0m、２箇所）

用地取得面積：5,000m2

保管イメージ図

4
.0
m

４0.0m

木くず保管可能数量 ：2,640m3（ 660ｔ）
汚染土壌保管可能数量：2,640m3（4,750ｔ）

1
:2

作 業
スペース

作 業
スペース

事業名：酒田港 循環資源取扱支援施設整備事業（平成１８年度完成予定）
【補助：事業主体 酒田港リサイクル産業センター（仮称）】
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●：リサイクルポート指定後の立地企業（６社、６事業所）

●：リサイクルポート指定前の立地企業（７社、９事業所）

●：新エネルギー関連の立地企業（３社）

廃自動車リサイクル事業
【(株)Ｈ＆Ｓ】

廃自動車リサイクル事業
【(株)永田プロダクツ】

廃自動車リサイクル事業
【(株)鍋元商店】

古紙・廃プラ・廃木材リサイクル事業
【(株)エコー】

遊技機器リサイクル事業
H15.11【(株)ユーギシステム】

アルミリサイクル事業
【(株)グリーンシステム】

廃自動車リサイクル事業
H17.8【(株)青南商事】

ＰＣＢ絶縁油リサイクル事業
H19.4予定【東北電力(株)】

石炭灰リサイクル事業
【酒田共同火力発電(株)】

汚泥総合リサイクル事業
Ｈ１５．３【(株)エルデック】

古紙、ペットボトル、廃パソコン
リサイクル事業

H15.11【(株)岡部商店】廃プラリサイクル事業
H15.4【(株)グリーンブルー】

本港地区 鉄屑リサイクル事業
【登坂商店(有)】

新エネルギーリサイクル事業
（風力発電：2,000kw/基×８基）
【ｻﾐｯﾄｳｲﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ酒田（株）】

新エネルギーリサイクル事業
（風力発電：1,500kw/基×１基）

【コスモ石油（株）】

◎◎リサイクルリサイクル・新エネルギー・新エネルギー関連企業の立地状況関連企業の立地状況

酒田港周辺には酒田港周辺には以下の以下のリサイクルリサイクル・新エネルギー・新エネルギー関連企業が立地関連企業が立地しているしている

廃自動車リサイクル事業【オートリサイクル開成(有)：鶴岡市】
廃自動車リサイクル事業【タイヤネットワーク：遊佐町】
再生資源総合リサイクル事業【(株)メックカガヤ：酒田市】

外港地区

北港地区

新エネルギーリサイクル事業
（風力発電：６00kw/基×３基）

【庄内風力発電（有）】
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秋田県北部エコタウン計画
◆エコタウンとは

産業から出るすべての廃棄物をほかの分野
の原料として活用し、廃棄物をゼロにするこ
とをめざす構想（ゼロエミッション構想）

自然にやさしい、環境と調和したまちづく
りが進められている地域のことで、平成18年1
月現在、全国25地域が承認されている。

◆対象地域

秋田県北部９市町村（平成18年4月現在）

◆基本コンセプト

豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成

秋田県と県北地域全市町村により策定
・平成１１年１１月 承認
・平成１６年１０月 変更計画承認

◆主なハード事業

・家電リサイクル事業（大館市）
・リサイクル製錬拠点形成事業（小坂町）
・廃プラスチック利用新建材

製造事業（大館市）
・石炭灰、廃プラスチック活用二次製品

製造事業（能代市）
・大規模風力発電事業（能代市）
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能代港で汚染土壌の試験荷揚げ開始

▲能代港での汚染土壌試験荷揚げ（H19.1.31）
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パートナーシップによるリサイクルポートの形成
・海上輸送を活用した静脈物流によるオールジャパンでのリサイクルの環の構築

・既存産業における静脈の取り込み＋新規産業

○環境にやさしい社会の構築
～循環型社会の実現～

○地域産業の再生・活性化

終わりに
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